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2019 年 7 月 31 日  

第 1５6 回 県内企業・業況調査結果 
                      株 式 会 社  鹿 児 島 銀 行 

株 式 会 社  九 州 経 済 研 究 所 

[  調 査 要 領  ]  

対 象 期 間  

 

調 査 時 期  

調 査 方 法  

対 象 企 業  

回 答 企 業 数  

特 別 質 問 項 目  

 

2019 年 4～ 6 月 期 実 績 見 込 み  

2019 年 7～ 9 月 期 見 通 し  

2019 年 6 月 下 旬  

イ ン タ ー ネ ッ ト 及 び 郵 送  

県 内 主 要 企 業  500 社   

345 社 （ 回 答 率  69 .0％ ）  

外 国 人 の雇 用 について  

 
用   語   今  期 ＝2 01 9 年  4～6  月 期  来    期 ＝201 9 年 7～9 月 期  
 前  期 ＝2 01 9 年  1～3 月 期  前 年 同 期 ＝201 8 年 4～6 月 期  

     D.I .   ＝「良 い」－「悪 い」、「増 加 」－「減 少 」、いずれも回 答 企 業 割 合  

 

「調 査 結 果 のポイント」  

1．今 期 の 業 況 ～ ほ ぼ 横 ば い  
今 期 は 窯 業 ・ 土 石 製 造 業 、 電 機 ・ 電 子 部 品 製 造 業 、 食 料 品 製 造 業 な ど が 大

幅 に 改 善 し た も の の 、 旅 館 ・ ホ テ ル 、 外 食 産 業 、 機 械 ・ 金 属 製 造 業 な ど が

大 幅 に 下 落 し た 。 そ の 結 果 、 今 期 の 業 況 D.I .は▲17 と な り 、 前 期 （▲16）
と ほ ぼ 横 ば い だ っ た 。第 151 回（ 2018 年 1～ 3 月 期 ）か ら 6 期 連 続 の マ イ

ナ ス 圏 と な っ た 。  
 
2．来 期 の 業 況 見 通 し ～ 横 ば い  

来 期 の 業 況 見 通 し は▲17 で 今 期 （▲17） と 横 ば い の 見 通 し 。  
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3．設 備 投 資  
① 今 期 、設 備 投 資 を 実 施 し た 企 業 割 合 は 36％ と 、前 期（ 38％ ）か ら や や 下

落 し た 。  
② 今 期 の 設 備 投 資 の 合 計 金 額（ 実 額 ）は 全 産 業 ベ ー ス で 140 億 円 、前 年 同

期 比 2 .8％ 増 と な っ た 。 来 期 の 設 備 投 資 の 合 計 金 額 （ 実 額 ） は 全 産 業 ベ ー

ス で 164 億 円 と な り 、 前 年 同 期 比 4 .4％ 増 と な る 見 通 し 。  
 

4．経 営 上 の問 題 点 （内 部 環 境 ・外 部 環 境 ）  
「 人 手 不 足・求 人 難 」を 挙 げ る 企 業 割 合 が 55％ と 第 147 回（ 2017 年 1～ 3
月 期 ） の 調 査 以 来 10 期 連 続 で 単 独 ト ッ プ と な っ て お り 、 深 刻 な 問 題 で あ

る 。  
 

5．外 国 人 の雇 用 状 況 について   

① 外 国 人 を 「 雇 用 し て い る 」 と 回 答 し た 企 業 は 、 24％ と な っ た 。  
② 外 国 人 を 雇 用 す る 理 由 は 、「 日 本 人 が 確 保 で き な い 」（ 60％ ）が 最 も 多 か

っ た 。  
③ 今 年 4 月 か ら 新 た に 設 け ら れ た 在 留 資 格「 特 定 技 能 」を 利 用 し た 雇 用 に

つ い て 「 雇 用 し て い る （ す る 予 定 ）」 は 8％ 、「 雇 用 を 検 討 し て い る 」 と の

回 答 は 30％ と な っ た 。  
 

１．今 期 の業 況  ～ほぼ横 ばい  

今 期 の業 況 D.I .は▲17 と な り 、 前 期 （▲16） と ほ ぼ 横 ば い だ っ た （ 図 表 1）。

第 151 回 （ 2018 年 1～ 3 月 期 ） か ら 6 期 連 続 の マ イ ナ ス 圏 と な っ た 。  

業 況 D.I .を 業 種 別（ 中 分 類 ）で み る と 、再 開 発 や 公 共 工 事 の 進 展 に よ り 生 コ

ン ク リ ー ト 出 荷 が 持 ち 直 し た 窯 業 ・ 土 石 製 造 業 （ 前 期▲40→今 期 0） が 大 幅 に

改 善 し た ほ か 、 出 口 が 見 え な い な が ら 一 部 で 米 中 貿 易 摩 擦 の 影 響 が 若 干 薄 ら い

だ 電 機・電 子 部 品 製 造 業（ 同▲62→▲34）、季 節 要 因 に よ り 茶 業 な ど が 伸 び た 食

料 品 製 造 業 （ 同▲4 2→▲2 8） も マ イ ナ ス 圏 内 な が ら 大 幅 に 改 善 し た （ 図 表 2）。 

一 方 、 複 数 施 設 で 耐 震 補 強 工 事 の 影 響 が あ っ た 旅 館 ・ ホ テ ル （ 同 7→▲11）、

5 月 の 大 型 連 休 明 け に 消 費 マ イ ン ド が 弱 ま っ た 外 食 産 業 （ 同 16→▲24） や 、 米

中 貿 易 摩 擦 の 影 響 が 続 い て い る 機 械 ・ 金 属 製 造 業 （ 同 7→▲47） が 大 幅 に 下 落

し た 。  

業 種 別（ 大 分 類 ）で は 、製 造 業（ 同▲32→▲29）、卸 売 業（ 同▲25→▲23）が

マ イ ナ ス 圏 内 で は あ る が や や 改 善 し た（ 図 表 1）。そ の 他 産 業（ 同▲7→▲7）は

横 ば い だ っ た 。一 方 、小 売 業（ 同▲17→▲21）は や や 下 落 、建 設 業（ 同 0→▲8）

は 下 落 し た 。  
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 ２．来 期 の業 況 見 通 し  ～横 ばい  

来 期 の業 況 見 通 し D.I .は▲17 で 今 期 （▲17） と 横 ば い の 見 通 し （ 図 表 1）。  

業 況 見 通 し D.I .を 業 種 別（ 大 分 類 ）に み る と 、そ の 他 産 業（ 今 期▲7→来 期▲19）

が 大 幅 に 下 落 し 、 建 設 業 （ 同▲8→▲9） は ほ ぼ 横 ば い の 見 込 み 。 一 方 、 卸 売 業

（ 同▲23→▲19）は や や 改 善 、製 造 業（ 同▲29→▲23）、小 売 業（ 同▲21→▲12）

は マ イ ナ ス 圏 な が ら 改 善 す る 見 込 み 。  

 

３．設 備 投 資  ～ 実 施 した企 業 割 合 は前 期 からやや下 落  

今 期 、設 備 投 資 を 実 施 し た 企 業 割 合 は 36％ と 、前 期（ 38％ ）か ら や や 下 落 し

た （ 図 表 6、 7）。 来 期 に設 備 投 資 を 予 定 す る 企 業 割 合 は 39％ で 、 今 期 （ 36％ ）

か ら や や 増 加 と な る 見 込 み 。  

 今 期 の 設 備 投 資 の 合 計 金 額 （ 実 額 ）は 全 産 業 ベ ー ス で 140 億 円 、 前 年 同 期 比

2 .8％ 増 と な っ た（ 図 表 8）。業 種 別 で は そ の 他 産 業 の 71 億 円（ 前 年 同 期 比 86 .9％

増 ）が 最 も 多 く 、製 造 業 が 58 億 円（ 同 15 .8％ 減 ）、小 売 業 が 7 億 円（ 同 67 .5％

減 ）、 建 設 業 （ 同 7 .3％ 減 ）、 卸 売 業 （ 同 66 .9％ 減 ） が と も に 2 億 円 と な っ た 。     

来 期 の設 備 投 資 の合 計 金 額 （実 額 ）は 全 産 業 ベ ー ス で 164 億 円 と な り 、 前 年 同

期 比 4 .4％ 増 と な る 見 通 し 。業 種 別 で は 製 造 業 103 億 円（ 前 年 同 期 比 31 .8％ 増 ）

が 最 も 多 く 、以 下 、そ の 他 産 業 が 41 億 円（ 同 2 .4％ 増 ）、小 売 業 が 15 億 円（ 同

49 .9％ 減 ）、建 設 業 が 4 億 円（ 同 36 .1％ 増 ）、卸 売 業 が 2 億 円（ 同 80 .1％ 減 ）の

順 と な っ た 。  

 1 社 当 たり設 備 投 資 の金 額 別 構 成 比 を み る と 、 今 期 の 全 産 業 で は 「 1 千 万 円 未

満 」が 全 体 の 38％で最 多 と な っ た（ 図 表 9）。次 い で 、「 1～ 5 千 万 円 未 満 」（ 34％ ）、

「 5 千 万 ～ 1 億 円 未 満 」（ 12％）、「 1～5 億 円 未 満 」（ 9％）と 続 い た 。ま た 、来 期

は「 1～ 5 千 万 円 未 満 」が 41％ で 最 多 と な っ た 。次 い で 、「 1 千 万 円 未 満 」（ 32％ ）、

「 5 千 万 ～ 1 億 円 未 満 」（ 13％）、「 1～5 億 円 未 満 」（ 10％） と 続 い た 。  

業 種 別（ 大 分 類 ）に み る と 、今 期「 1～ 5 千 万 円 未 満 」が 多 か っ た の は 製 造 業

（ 39％ ）と 建 設 業（ 64％ ）だ っ た 。一 方 、「 1 千 万 円 未 満 」が 多 か っ た の は 卸 売

業（ 45％ ）、小 売 業（ 39％ ）、そ の 他 産 業（ 40％ ）で 、比 較 的 小 口 投 資 が 目 立 っ

た 。 な お 、 10 億 円 以 上 の 大 型 投 資 は 製 造 業 と そ の 他 産 業 の み で 計 上 さ れ た 。  

来 期 は 建 設 業 を 除 く 全 て の 産 業 で「 1～ 5 千 万 円 未 満 」の 割 合 が 増 加 す る 。一

方 、建 設 業 は「 1～5 億 円 未 満 」の 割 合 が 29％ と 今 期（ 0％ ）か ら 大 き く 増 加 す

る 見 通 し 。  
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ま た 、10 億 円 以 上 の 大 型 投 資 は 今 期 同 様 製 造 業 と そ の 他 産 業 の み で 計 上 さ れ

て い る 。  

 

４．経 営 上 の問 題 点 （内 部 環 境 ・外 部 環 境 ）～依 然 として人 手 不 足 が最 多  

経 営 上 の 問 題 点 （ 内 部 環 境 ・外 部 環 境 ）は 、「 人 手 不 足 ・ 求 人 難 」（ 55％ ） と 回

答 し た 企 業 割 合 が 最 も 多 か っ た（ 図 表 10、 11）。「 人 手 不 足・求 人 難 」は 第 147

回 （ 2017 年 1～ 3 月 期 ） の 調 査 以 来 10 期 連 続 で 単 独 ト ッ プ と な っ て お り 、 深

刻 な 問 題 で あ る 。 以 下 、「 競 争 激 化 」（ 43％ ）、「 売 上 （ 受 注 ） 不 振 」（ 36％ ） と

続 い た 。  

 

５．外 国 人 の雇 用 状 況 について   

本 県 企 業 の外 国 人 の雇 用 状 況 に つ い て 、「 雇 用 し て い る 」 企 業 は 24％ と な っ

た（ 図 表 12）。現 時 点 で は 雇 用 し て い な い が「 雇 用 を 検 討 し て い る 」企 業 は 15％

で 、「 雇 用 し て い る 」と「 雇 用 を 検 討 し て い る 」企 業 の 合 計 は 39％ と な り 、2014

年 に 実 施 し た 同 様 の 調 査 （ 以 下 、「 前 回 調 査 」） と 比 べ 25 ポ イ ン ト 増 加 し た 。

業 種 別 に み る と 、 イ ン バ ウ ン ド へ の 対 応 が 求 め ら れ て い る 旅 館 ・ ホ テ ル や 人 手

不 足 に 悩 む 外 食 な ど が 含 ま れ る「 そ の 他 産 業 」（ 29％ ）、農 水 畜 産 物 加 工 な ど の

食 料 品 製 造 業 が 含 ま れ る 「 製 造 業 」（ 26％ ） で 外 国 人 を 雇 用 し て い る 企 業 割 合

が 高 く な っ て い る 。  

外 国 人 の 雇 用 形 態 は「 技 能 実 習 生 」（ 42％ ）が 最 も 多 く 、次 い で「 正 社 員 」（ 39％ ）、

「 非 正 規 社 員 （ ア ル バ イ ト を 含 む ）」（ 36％ ）、「 派 遣 社 員 」（ 11％ ） の 順 と な っ

た （ 図 表 13）。 業 種 別 に み る と 、 建 設 業 や 製 造 業 、 小 売 業 で は 「 技 能 実 習 生 」

の 割 合 が 半 数 以 上 で あ る の に 対 し 、 そ の 他 産 業 で は 「 正 社 員 」 の 割 合 が 過 半 数

（ 52％ ） と な っ て い る 。  

外 国 人 を雇 用 する理 由 は 、「 日 本 人 が 確 保 で き な い 」が 60％ と 最 も 多 く 、次 い

で 「 日 本 人 よ り 真 面 目 に 働 く 」（ 35％ ）、「 技 術 取 得 を 目 指 す 外 国 人 を 応 援 し た

い 」（ 21％ ）、「 能 力 が 優 れ て い る 」（ 19％ ） の 順 と な っ た （ 図 表 14）。 一 方 で 、

外 国 人 を 雇 用 し て い な い 理 由 は 、「 受 け 入 れ 態 勢 が 整 わ な い 」（ 54％ ）が 最 も 多

く 、「 労 働 力 が 足 り て い る 」（ 39％ ） が 続 い た （ 図 表 15）。  

外 国 人 に求 める 能 力 は 「 語 学 力 （ 日 本 語 ）」（ 76％ ）、「 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 能

力 」（ 66％ ）、「 協 調 性 」（ 60％ ） 等 が 多 か っ た （ 図 表 16）。 一 方 、 外 国 人 を雇 用

する上 での問 題 点 や課 題 は 「 生 活 習 慣 の 違 い 」（ 65％ ）、「 職 場 で の コ ミ ュ ニ ケ ー
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シ ョ ン 」（ 57％ ）、「 日 本 語 教 育 」（ 53％ ） な ど が 挙 げ ら れ た （ 図 表 17）。  

こ う し た 中 、 行 政 ・関 係 団 体 などに期 待 する支 援 と し て は 「 補 助 金 ・ 助 成 金 」

が 56％ で 最 も 多 く 、 次 い で 「 社 内 で の 受 け 入 れ 態 勢 整 備 に 対 す る 支 援 」「 日 本

語 教 育 の 支 援 」（ と も に 47％ ） の 順 と な っ た （ 図 表 18）。  

「 雇 用 し て い る 」と 回 答 し た 企 業 の う ち 、今 後 の外 国 人 の雇 用 は 、「 現 状 並 み 」

が 47％ 、「 増 や す 」 は 33％ だ っ た （ 図 表 19）。 前 回 調 査 と 比 較 す る と 、「 増 や

す 」 が 20 ポ イ ン ト 伸 び た 一 方 、「 減 ら す 」 は 5％ か ら 0％ に な っ た 。 既 に 外 国

人 を 雇 用 し て い る 企 業 で は 、 さ ら に 積 極 的 に 活 用 を 検 討 し て い る 姿 勢 が 鮮 明 に

な っ て い る 。  

一 方 、今 年 4 月 か ら 新 た に 設 け ら れ た 在 留 資 格「 特 定 技 能 」を 利 用 し た 雇 用

に つ い て 「 雇 用 し て い る （ す る 予 定 ）」 は 8％ 、「 雇 用 を 検 討 し て い る 」 と の 回

答 は 30％ と な っ た （ 図 表 20）。  

 

前 述 の と お り 、 今 回 の 県 内 企 業 ・ 業 況 調 査 に お い て 、 経 営 上 の 問 題 点 と し て

「 人 手 不 足 ・ 求 人 難 」 が 55％ と 10 期 連 続 で 最 多 と な っ て い る 。 本 調 査 を 見 る

と 、 日 本 人 労 働 者 不 足 に 対 応 す る た め 、 外 国 人 の 雇 用 へ の 期 待 と 関 心 が 一 層 高

ま っ て い る こ と を 裏 付 け る 結 果 と な っ た 。 た だ 、 外 国 人 の 雇 用 形 態 は 「 技 能 実

習 生 」 か ら 「 正 社 員 」 ま で 幅 広 く な る と と も に 「 今 後 の 事 業 展 開 を 見 据 え て 、

外 国 人 を 積 極 的 に 採 用 し た い 」 と い っ た 意 見 も 見 ら れ 、 単 な る 人 手 不 足 の 補 充

に と ど ま ら ず 、 事 業 所 の 状 況 に 応 じ 外 国 人 労 働 者 の 活 動 内 容 や 範 囲 も 多 様 化 し

て い る こ と が う か が え た 。  

本 県 の 外 国 人 労 働 者 数 は 18 年 10 月 末 現 在 6 ,862 人 と な っ て お り 、こ の 5 年

間 （ 13 年 10 月 末 3 ,095 人 ） で 約 2 .2 倍 に な っ た 。 今 後 「 特 定 技 能 」 の 運 用 が

本 格 化 す れ ば さ ら に 増 加 す る こ と も 見 込 ま れ る 。 一 方 で 本 調 査 で は 生 活 習 慣 の

違 い や コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 、 日 本 語 教 育 な ど が 課 題 と し て 挙 げ ら れ て お り 、 外

国 人 が 働 く 事 業 所 だ け で な く 、 居 住 す る 市 町 村 、 地 域 に お い て も 受 け 入 れ 環 境

の 整 備 が 求 め ら れ て い る 。  

 

以  上  

 

                          【本 件 に関 するお問 い合 わせ】  

                              ㈱九 州 経 済 研 究 所（ ℡  099-225-7491） 



《資料編》

図表１　各項目Ｄ.Ｉ. 　単位：％

  前期 実績

増加 同程度 減少 増加 同程度 減少 増加 同程度 減少

  項　目 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (Ａ)－(Ｃ) （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

12 60 28 ▲ 16 11 61 28 ↓ ▲ 17 ( ▲ 1 ) 8 67 25 - ▲ 17 ( 0 )

 製  造  業 10 48 42 ▲ 32 9 53 38 ↑ ▲ 29 ( 3 ) 7 63 30 ↑ ▲ 23 ( 6 )

 建  設  業 17 66 17 0 15 62 23 ↓ ▲ 8 ( ▲ 8 ) 6 79 15 ↓ ▲ 9 ( ▲ 1 )

 卸  売  業 5 65 30 ▲ 25 5 67 28 ↑ ▲ 23 ( 2 ) 6 69 25 ↑ ▲ 19 ( 4 )

 小  売  業 10 63 27 ▲ 17 11 57 32 ↓ ▲ 21 ( ▲ 4 ) 13 62 25 ↑ ▲ 12 ( 9 )

 その他産業 14 65 21 ▲ 7 13 67 20 - ▲ 7 ( 0 ) 7 67 26 ↓ ▲ 19 ( ▲ 12 )

9 48 43 ▲ 34 16 50 34 ↑ ▲ 18 ( 16 ) 12 62 26 ↑ ▲ 14 ( 4 )

18 48 34 ▲ 16 19 48 33 ↑ ▲ 14 ( 2 ) 15 61 24 ↑ ▲ 9 ( 5 )

 製  造  業 15 40 45 ▲ 30 17 40 43 ↑ ▲ 26 ( 4 ) 12 58 30 ↑ ▲ 18 ( 8 )

 建  設  業 22 55 23 ▲ 1 17 52 31 ↓ ▲ 14 ( ▲ 13 ) 12 65 23 ↑ ▲ 11 ( 3 )

 卸  売  業 15 42 43 ▲ 28 19 53 28 ↑ ▲ 9 ( 19 ) 19 64 17 ↑ 2 ( 11 )

 小  売  業 23 48 29 ▲ 6 19 52 29 ↓ ▲ 10 ( ▲ 4 ) 21 58 21 ↑ 0 ( 10 )

 その他産業 18 56 26 ▲ 8 23 49 28 ↑ ▲ 5 ( 3 ) 14 63 23 ↓ ▲ 9 ( ▲ 4 )

過剰 適正 不足 過剰 適正 不足

11 83 6 5 13 80 7 ↑ 6 ( 1 )

 製  造  業 12 73 15 ▲ 3 18 72 10 ↑ 8 ( 11 )

 建  設  業 4 92 4 0 0 95 5 ↓ ▲ 5 ( ▲ 5 )

 卸  売  業 15 85 0 15 14 86 0 ↓ 14 ( ▲ 1 )

 小  売  業 19 77 4 15 23 71 6 ↑ 17 ( 2 )

 その他産業 6 92 2 4 8 84 8 ↓ 0 ( ▲ 4 )

好転 横ばい 悪化 好転 横ばい 悪化 好転 横ばい 悪化

13 55 32 ▲ 19 14 57 29 ↑ ▲ 15 ( 4 ) 8 68 24 ↓ ▲ 16 ( ▲ 1 )

 製  造  業 10 45 45 ▲ 35 15 42 43 ↑ ▲ 28 ( 7 ) 9 61 30 ↑ ▲ 21 ( 7 )

 建  設  業 16 61 23 ▲ 7 9 72 19 ↓ ▲ 10 ( ▲ 3 ) 4 79 17 ↓ ▲ 13 ( ▲ 3 )

 卸  売  業 10 52 38 ▲ 28 14 61 25 ↑ ▲ 11 ( 17 ) 8 67 25 ↓ ▲ 17 ( ▲ 6 )

 小  売  業 17 62 21 ▲ 4 15 64 21 ↓ ▲ 6 ( ▲ 2 ) 15 70 15 ↑ 0 ( 6 )

 その他産業 14 59 27 ▲ 13 17 59 24 ↑ ▲ 7 ( 6 ) 6 69 25 ↓ ▲ 19 ( ▲ 12 )

上昇 横ばい 低下 上昇 横ばい 低下 上昇 横ばい 低下

22 69 9 13 18 72 10 ↓ 8 ( ▲ 5 ) 17 75 8 ↑ 9 ( 1 )

 製  造  業 20 70 10 10 15 72 13 ↓ 2 ( ▲ 8 ) 16 75 9 ↑ 7 ( 5 )

 建  設  業 31 61 8 23 8 81 11 ↓ ▲ 3 ( ▲ 26 ) 13 78 9 ↑ 4 ( 7 )

 卸  売  業 28 57 15 13 28 64 8 ↑ 20 ( 7 ) 22 67 11 ↓ 11 ( ▲ 9 )

 小  売  業 23 69 8 15 31 63 6 ↑ 25 ( 10 ) 27 67 6 ↓ 21 ( ▲ 4 )

 その他産業 16 76 8 8 16 76 8 - 8 ( 0 ) 11 81 8 ↓ 3 ( ▲ 5 )

上昇 横ばい 低下 上昇 横ばい 低下 上昇 横ばい 低下

42 54 4 38 42 52 6 ↓ 36 ( ▲ 2 ) 37 60 3 ↓ 34 ( ▲ 2 )

 製  造  業 53 43 4 49 55 38 7 ↓ 48 ( ▲ 1 ) 42 53 5 ↓ 37 ( ▲ 11 )

 建  設  業 48 52 0 48 41 55 4 ↓ 37 ( ▲ 11 ) 41 55 4 - 37 ( 0 )

 卸  売  業 35 54 11 24 33 56 11 ↓ 22 ( ▲ 2 ) 30 64 6 ↑ 24 ( 2 )

 小  売  業 32 62 6 26 33 63 4 ↑ 29 ( 3 ) 31 67 2 - 29 ( 0 )

 その他産業 35 63 2 33 38 59 3 ↑ 35 ( 2 ) 33 67 0 ↓ 33 ( ▲ 2 )

楽 普通 窮屈 楽 普通 窮屈 楽 普通 窮屈

10 76 14 ▲ 4 8 80 12 - ▲ 4 ( 0 ) 5 78 17 ↓ ▲ 12 ( ▲ 8 )

 製  造  業 12 70 18 ▲ 6 8 80 12 ↑ ▲ 4 ( 2 ) 5 75 20 ↓ ▲ 15 ( ▲ 11 )

 建  設  業 14 74 12 2 6 86 8 ↓ ▲ 2 ( ▲ 4 ) 2 85 13 ↓ ▲ 11 ( ▲ 9 )

 卸  売  業 3 92 5 ▲ 2 3 92 5 - ▲ 2 ( 0 ) 0 89 11 ↓ ▲ 11 ( ▲ 9 )

 小  売  業 9 83 8 1 8 72 20 ↓ ▲ 12 ( ▲ 13 ) 6 78 16 ↑ ▲ 10 ( 2 )

 その他産業 9 74 17 ▲ 8 10 79 11 ↑ ▲ 1 ( 7 ) 8 74 18 ↓ ▲ 10 ( ▲ 9 )

過剰 適正 不足 過剰 適正 不足 過剰 適正 不足

3 52 45 ▲ 42 3 57 40 ↑ ▲ 37 ( 5 ) 4 55 41 - ▲ 37 ( 0 )

 製  造  業 8 58 34 ▲ 26 9 59 32 ↑ ▲ 23 ( 3 ) 9 58 33 ↓ ▲ 24 ( ▲ 1 )

 建  設  業 0 47 53 ▲ 53 0 58 42 ↑ ▲ 42 ( 11 ) 2 52 46 ↓ ▲ 44 ( ▲ 2 )

 卸  売  業 0 62 38 ▲ 38 0 67 33 ↑ ▲ 33 ( 5 ) 0 67 33 - ▲ 33 ( 0 )

 小  売  業 0 44 56 ▲ 56 2 45 53 ↑ ▲ 51 ( 5 ) 2 37 61 ↓ ▲ 59 ( ▲ 8 )

 その他産業 3 46 51 ▲ 48 1 56 43 ↑ ▲ 42 ( 6 ) 1 59 40 ↑ ▲ 39 ( 3 )

雇　用　人　員

(Ａ)－(Ｃ) (Ａ)－(Ｃ)

自 社 の 業 況

生 産 高(製造業)

売 上・完 工 高

製品・商品在庫

(適正水準比)

損　　　　　益

販　売　価　格

仕　入　価　格

資　金　繰　り

普通 悪い Ｄ．Ｉ． 良い 普通 悪い Ｄ．Ｉ．
差

(今期－前期)
差

(来期－今期)

良い

   第 １５６回 県 内 企 業 ・ 業 況 調 査 結 果 集 計 表

2019年1～3月期 2019年4～6月期 2019年7～9月期

  今期 実績    来期 見通し

   状   況 良い 普通 悪い Ｄ．Ｉ．
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   全    業    種 ▲ 16 ▲ 17 -1 ▲ 1 ▲ 17 0  0
 製　造　業 ▲ 32 ▲ 29 3  3 ▲ 23 6  6

 食  料  品 ▲ 42 ▲ 28 14  14 ▲ 23 5  5
 繊　　　維  50  100 50  50  0 -100 ▲ 100
 木　　　材 ▲ 17 ▲ 34 -17 ▲ 17 ▲ 17 17  17
 紙・パルプ  50  0 -50 ▲ 50  0 0  0
 窯業・土石 ▲ 40  0 40  40  0 0  0
 機械・金属  7 ▲ 47 -54 ▲ 54 ▲ 47 0  0
 電機・電子 ▲ 62 ▲ 34 28  28 ▲ 8 26  26
 そ　の　他 ▲ 43 ▲ 33 10  10 ▲ 33 0  0

 建　　設　　業 0 ▲ 8 -8 ▲ 8 ▲ 9 -1 ▲ 1
 土　　木  14  6 -8 ▲ 8 ▲ 13 -19 ▲ 19
 建　　築 ▲ 7 ▲ 33 -26 ▲ 26 ▲ 9 24  24
 総 合 建 設  0 ▲ 18 -18 ▲ 18 ▲ 9 9  9
 そ　の　他 ▲ 10  10 20  20  0 -10 ▲ 10

 卸　　売　　業 ▲ 25 ▲ 23 2  2 ▲ 19 4  4
 食　料　品 ▲ 19 ▲ 15 4  4 ▲ 15 0  0
 建 設 資 材 ▲ 20 ▲ 14 6  6 ▲ 15 -1 ▲ 1
 家 電 卸 売  0  0 0  0  0 0  0
 そ　の　他 ▲ 42 ▲ 36 6  6 ▲ 29 7  7

 小　　売　　業 ▲ 17 ▲ 21 -4 ▲ 4 ▲ 12 9  9
 百貨店・スーパー ▲ 36 ▲ 40 -4 ▲ 4 ▲ 20 20  20
 衣　料　品  0  0 0  0  0 0  0
 自　動　車 ▲ 10 ▲ 30 -20 ▲ 20 ▲ 10 20  20
 家 電 製 品  0 ▲ 33 -33 ▲ 33  100 133  133
 石油・ガス ▲ 17 ▲ 16 1  1 ▲ 33 -17 ▲ 17
 そ　の　他 ▲ 11  0 11  11 ▲ 16 -16 ▲ 16

 そ  の  他  産  業 ▲ 7 ▲ 7 0  0 ▲ 19 -12 ▲ 12
 旅館・ホテル  7 ▲ 11 -18 ▲ 18 ▲ 41 -30 ▲ 30
 運輸・通信 ▲ 10  5 15  15  0 -5 ▲ 5
 外　　　食  16 ▲ 24 -40 ▲ 40 ▲ 50 -26 ▲ 26
 その他サービス ▲ 15 ▲ 14 1  1 ▲ 17 -3 ▲ 3

   全    業    種 ▲ 16 ▲ 14 2  2 ▲ 9 5  5
 製　造　業 ▲ 30 ▲ 26 4  4 ▲ 18 8  8

 食  料  品 ▲ 36 ▲ 24 12  12 ▲ 14 10  10
 繊　　　維  50  100 50  50  0 -100 ▲ 100
 木　　　材  0 ▲ 49 -49 ▲ 49 ▲ 33 16  16
 紙・パルプ  50 ▲ 100 -150 ▲ 150  0 100  100
 窯業・土石 ▲ 50  0 50  50  20 20  20
 機械・金属 ▲ 20 ▲ 33 -13 ▲ 13 ▲ 40 -7 ▲ 7
 電機・電子 ▲ 42 ▲ 37 5  5 ▲ 18 19  19
 そ　の　他 ▲ 43 ▲ 33 10  10 ▲ 33 0  0

 建　　設　　業 ▲ 1 ▲ 14 -13 ▲ 13 ▲ 11 3  3
 土　　木 ▲ 6 ▲ 20 -14 ▲ 14 ▲ 33 -13 ▲ 13
 建　　築 ▲ 7 ▲ 17 -10 ▲ 10 ▲ 8 9  9
 総 合 建 設  0 ▲ 36 -36 ▲ 36 ▲ 9 27  27
 そ　の　他  10  20 10  10  20 0  0

 卸　　売　　業 ▲ 28 ▲ 9 19  19  2 11  11
 食　料　品 ▲ 18  7 25  25 ▲ 8 -15 ▲ 15
 建 設 資 材 ▲ 30  28 58  58  43 15  15
 家 電 卸 売 ▲ 50  0 50  50  50 50  50
 そ　の　他 ▲ 33 ▲ 43 -10 ▲ 10 ▲ 15 28  28

 小　　売　　業 ▲ 6 ▲ 10 -4 ▲ 4  0 10  10
 百貨店・スーパー ▲ 15 ▲ 20 -5 ▲ 5  7 27  27
 衣　料　品  0  0 0  0 ▲ 100 -100 ▲ 100
 自　動　車 ▲ 30  0 30  30 ▲ 10 -10 ▲ 10
 家 電 製 品  34 ▲ 33 -67 ▲ 67  100 133  133
 石油・ガス ▲ 16 ▲ 60 -44 ▲ 44 ▲ 50 10  10
 そ　の　他  11  11 0  0  6 -5 ▲ 5

 そ  の  他  産  業 ▲ 8 ▲ 5 3  3 ▲ 9 -4 ▲ 4
 旅館・ホテル ▲ 12 ▲ 11 1  1 ▲ 29 -18 ▲ 18
 運輸・通信  20  10 -10 ▲ 10  15 5  5
 外　　　食  33  0 -33 ▲ 33 ▲ 50 -50 ▲ 50
 その他サービス ▲ 20 ▲ 13 7  7 ▲ 9 4  4

図表２　業況Ｄ.I.（中分類）
2019年1～3月期 2019年4～6月期 2019年7～9月期

前  期 今期 実績 差(今期－前期) 来期 見通し 差(来期－今期)

図表３　売上･完工高D.I.（中分類）
2019年1～3月期 2019年4～6月期 2019年7～9月期

前  期 今期 実績 差(今期－前期) 来期 見通し 差(来期－今期)
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   全    業    種 ▲ 19 ▲ 15 4  4 ▲ 16 -1 ▲ 1

 製　造　業 ▲ 35 ▲ 28 7  7 ▲ 21 7  7

 食  料  品 ▲ 34 ▲ 29 5  5 ▲ 22 7  7

 繊　　　維  50  100 50  50  0 -100 ▲ 100

 木　　　材 ▲ 33 ▲ 83 -50 ▲ 50 ▲ 33 50  50

 紙・パルプ  100 ▲ 100 -200 ▲ 200  100 200  200

 窯業・土石 ▲ 60 ▲ 20 40  40 ▲ 10 10  10

 機械・金属 ▲ 33 ▲ 13 20  20 ▲ 36 -23 ▲ 23

 電機・電子 ▲ 77 ▲ 25 52  52 ▲ 25 0  0

 そ　の　他 ▲ 15 ▲ 17 -2 ▲ 2 ▲ 17 0  0

 建　　設　　業 ▲ 7 ▲ 10 -3 ▲ 3 ▲ 13 -3 ▲ 3

 土　　木  0 ▲ 6 -6 ▲ 6 ▲ 27 -21 ▲ 21

 建　　築 ▲ 15 ▲ 16 -1 ▲ 1 ▲ 9 7  7

 総 合 建 設 ▲ 9 ▲ 20 -11 ▲ 11 ▲ 10 10  10

 そ　の　他 ▲ 10  0 10  10  0 0  0

 卸　　売　　業 ▲ 28 ▲ 11 17  17 ▲ 17 -6 ▲ 6

 食　料　品 ▲ 12  8 20  20 ▲ 8 -16 ▲ 16

 建 設 資 材 ▲ 20 ▲ 29 -9 ▲ 9 ▲ 29 0  0

 家 電 卸 売  0  0 0  0  0 0  0

 そ　の　他 ▲ 58 ▲ 22 36  36 ▲ 22 0  0

 小　　売　　業 ▲ 4 ▲ 6 -2 ▲ 2  0 6  6

 百貨店・スーパー ▲ 15 ▲ 20 -5 ▲ 5 ▲ 13 7  7

 衣　料　品  0  0 0  0  0 0  0

 自　動　車  0  0 0  0  0 0  0

 家 電 製 品  34  0 -34 ▲ 34  67 67  67

 石油・ガス  0  0 0  0 ▲ 17 -17 ▲ 17

 そ　の　他 ▲ 5  0 5  5  6 6  6

 そ  の  他  産  業 ▲ 13 ▲ 7 6  6 ▲ 19 -12 ▲ 12

 旅館・ホテル ▲ 7  12 19  19 ▲ 19 -31 ▲ 31

 運輸・通信  9 ▲ 5 -14 ▲ 14 ▲ 10 -5 ▲ 5

 外　　　食  16 ▲ 24 -40 ▲ 40 ▲ 62 -38 ▲ 38

 その他サービス ▲ 25 ▲ 15 10  10 ▲ 21 -6 ▲ 6

   全    業    種 ▲ 4 ▲ 4 0  0 ▲ 12 -8 ▲ 8

 製　造　業 ▲ 6 ▲ 4 2  2 ▲ 15 -11 ▲ 11

 食  料  品 ▲ 7 ▲ 4 3  3 ▲ 14 -10 ▲ 10

 繊　　　維  0  0 0  0  0 0  0

 木　　　材  0 ▲ 17 -17 ▲ 17 ▲ 17 0  0

 紙・パルプ  0  0 0  0  0 0  0

 窯業・土石 ▲ 30 ▲ 10 20  20 ▲ 20 -10 ▲ 10

 機械・金属  13 ▲ 6 -19 ▲ 19 ▲ 20 -14 ▲ 14

 電機・電子 ▲ 8  0 8  8 ▲ 9 -9 ▲ 9

 そ　の　他 ▲ 15  0 15  15 ▲ 17 -17 ▲ 17

 建　　設　　業 2 ▲ 2 -4 ▲ 4 ▲ 11 -9 ▲ 9

 土　　木  6 ▲ 7 -13 ▲ 13 ▲ 7 0  0

 建　　築  14  17 3  3  0 -17 ▲ 17

 総 合 建 設 ▲ 9 ▲ 27 -18 ▲ 18 ▲ 27 0  0

 そ　の　他 ▲ 10  10 20  20 ▲ 10 -20 ▲ 20

 卸　　売　　業 ▲ 2 ▲ 2 0  0 ▲ 11 -9 ▲ 9

 食　料　品  0  0 0  0  0 0  0

 建 設 資 材  0 ▲ 14 -14 ▲ 14 ▲ 14 0  0

 家 電 卸 売  50  50 0  0  0 -50 ▲ 50

 そ　の　他 ▲ 17 ▲ 7 10  10 ▲ 21 -14 ▲ 14

 小　　売　　業 1 ▲ 12 -13 ▲ 13 ▲ 10 2  2

 百貨店・スーパー  0 ▲ 21 -21 ▲ 21 ▲ 21 0  0

 衣　料　品 ▲ 100 ▲ 100 0  0 ▲ 100 0  0

 自　動　車  0 ▲ 22 -22 ▲ 22  0 22  22

 家 電 製 品  0  33 33  33  33 0  0

 石油・ガス  17  17 0  0  0 -17 ▲ 17

 そ　の　他  6 ▲ 12 -18 ▲ 18 ▲ 12 0  0

 そ  の  他  産  業 ▲ 8 ▲ 1 7  7 ▲ 10 -9 ▲ 9

 旅館・ホテル  13  0 -13 ▲ 13 ▲ 19 -19 ▲ 19

 運輸・通信 ▲ 13 ▲ 10 3  3 ▲ 10 0  0

 外　　　食  0  0 0  0 ▲ 50 -50 ▲ 50

 その他サービス ▲ 11  0 11  11 ▲ 5 -5 ▲ 5

図表４　損益D.I.（中分類）
2019年1～3月期 2019年4～6月期 2019年7～9月期

前  期 今期 実績 差(今期－前期) 来期 見通し 差(来期－今期)

図表５　資金繰りＤ.I.（中分類）
2019年1～3月期 2019年4～6月期 2019年7～9月期

前  期 今期 実績 差(今期－前期) 来期 見通し 差(来期－今期)
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単位：％

全 産 業 製造業 建設業 卸売業 小売業 その他産業

　実　施　し　た 36 36 29 28 35 42

設備の維持・更新 75 82 71 80 67 71

生産・販売能力増強 33 32 43 20 39 31

省力化・合理化・省エネ 21 26 36 10 11 17

経営多角化 4 3 0 10 6 5

新製品等の研究開発 3 5 0 0 0 2

その他 7 3 0 0 11 14

　実　施　し　な　か　っ　た 64 64 71 72 65 58

　実　施　予　定 39 48 19 28 36 44

設備の維持・更新 74 71 78 90 72 73

生産・販売能力増強 41 47 44 30 50 32

省力化・合理化・省エネ 15 20 33 10 17 7

新製品等の研究開発 10 14 0 0 6 11

経営多角化 2 0 0 0 6 5

その他 6 6 0 10 11 5

　実　施　予　定　な　し 61 52 81 72 64 56

（注）計数は構成割合、投資目的は複数回答。

図表７　　設  　備 　 投  　資
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図表8　設備投資の合計金額（実額）

[今期] (単位：億円、％)

製造業 建設業 卸売業 小売業 その他産業

今期(2019年4～6月期) 140 58 2 2 7 71

前年同期(2018年4～6月期) 136 69 2 6 21 38

今期増減率 2.8 ▲ 15.8 ▲ 7.3 ▲ 66.9 ▲ 67.5 86.9

注）回答企業の単純合計により算出している（下図も同様）。　

[来期] (単位：億円、％)

製造業 建設業 卸売業 小売業 その他産業

来期(2019年7～9月期) 見込み 164 103 4 2 15 41

前年同期(2018年7～9月期) 157 78 3 8 29 40

来期増減率 4.4 31.8 36.1 ▲ 80.1 ▲ 49.9 2.4
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図表9 1社当たり設備投資の金額別構成比

1千万円未満 1～5千万円未満 5千万～1億円未満 1～5億円未満 5～10億円未満 10億円以上

製
造
業

建
設
業

卸
売
業

小
売
業

そ
の
他
産
業

全
産
業

※標本数
全業種 製造業 建設業 卸売業 小売業 その他産業

今期 95 30 14 9 13 29
来期 90 37 7 7 10 29
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単位：％

人 手 不 足 ・ 求 人 難 55 43 68 51 67 55
競 争 激 化 43 26 66 46 71 33
売 上 ( 受 注 ) 不 振 36 43 34 26 33 35
原 材 料 ( 仕 入 品 ) 価 格 高 30 47 26 14 12 30
人 件 費 等 各 種 経 費 高 29 24 15 17 35 41
採 算 ・ 収 益 の 悪 化 22 23 9 17 21 28
技 術 力 不 足 12 15 17 3 6 12
生 産 ( 販 売 ) 能 力 不 足 11 16 11 0 10 10
省力化・合理化の遅れ(含む情報化) 11 17 0 11 12 10
販売価格転嫁難(仕入価格上昇分) 7 14 4 3 2 6
廃 棄 物 処 理 ( 含 む コ ス ト 増 ) 7 10 4 3 8 5
製 品 ( 商 品 ) 価 格 低 下 5 9 0 6 4 3
原 材 料 手 当 難 5 14 4 6 0 0
事 業 継 承 難 4 2 4 3 4 5
売 掛 金 回 収 難 2 0 0 9 2 1
雇 用 人 員 の 過 剰 2 4 0 0 2 3
金 融 機 関 か ら の 借 入 難 1 0 0 0 0 2
決 済 条 件 悪 化 0 1 0 0 0 0
そ の 他 2 3 0 6 0 1

（注）複数回答

経 営 上 の 問 題 点 の 推 移　

図表10　　経営上の問題点（内部環境・外部環境）
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（％） 図表11 経営上の問題点（内部環境・外部環境）の推移

2018年10～12月期（前々期）

2019年1～3月期（前期）

2019年4～6月期（今期実績）
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【外国人の雇用状況について】

図表12　外国人の雇用状況について

(単位：％）

前回2014年
(n=357)

製造業
(n=106)

建設業
(n=48)

卸売業
(n=35)

小売業
(n=51)

その他産業
(n=99）

雇用している 24 12 26 21 17 16 29

雇用していないが、雇用を検討している 15 2 14 25 6 19 13

雇用していない（将来もしない） 61 86 60 54 77 65 58

注）無回答を除く

図表13　外国人の雇用形態

(単位：％）

製造業
(n=42)

建設業
(n=22)

卸売業
(n=8)

小売業
(n=18)

その他産業
(n=42)

正社員 36 32 38 28 52

非正規社員（アルバイト含む） 26 9 38 61 48

技能実習生 50 64 38 50 19

派遣社員 10 0 0 11 21

海外拠点の社員 5 0 0 0 5

その他 2 5 0 0 7

注1）外国人を「雇用している」「雇用を検討している」とした企業のみ回答（図表14～17も同じ）

注2）複数回答

注3）無回答を除く

図表14　外国人を雇用する理由

注1）「インバウンド対応」「行政からの支援が期待できる」の項目は今回新設

注2）複数回答

4
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技術・知識がある

行政からの支援が期待できる

その他

今 回(n=130)

2014年(n=45)

（％）
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図表15　外国人を雇用していない理由

注1）外国人を「雇用していない（将来もしない）」企業のみ回答

注2）複数回答

図表16　外国人に求める能力

注）複数回答

図表17　外国人を雇用する上での問題点や課題

注）複数回答
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その他
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雇用期間が短い
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（％）
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図表18　行政・関係団体などに期待する支援
]

注）複数回答

図表19　今後の外国人の雇用について

注1）外国人を「雇用している」とした企業のみ回答

注2）無回答を除く

図表20　「特定技能」を利用した雇用について

注1）外国人を「雇用している」「雇用を検討している」とした企業のみ回答

注2）無回答を除く
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対象企業数 回答企業数 回答率（％）

 製造業 147 107 72.8
食　料　品 77 56 72.7
繊　　　維 3 1 33.3
木　　　材 8 6 75.0
紙・パルプ 3 1 33.3
窯業･土石 12 10 83.3
機械･金属 19 15 78.9
電機･電子 15 12 80.0
そ　の　他 10 6 60.0

非製造業 計 353 238 67.4
　建設業 75 48 64.0

土　　木 21 15 71.4
建　　築 23 12 52.2
総合建設 15 11 73.3
そ　の　他 16 10 62.5

　卸売業 51 36 70.6
食 料 品 21 13 61.9
建設資材 11 7 63.6
家電卸売 3 2 66.7
そ　の　他 16 14 87.5

　小売業 82 53 64.6
百貨店・スーパー 18 15 83.3
衣　料　品 4 1 25.0
自　動　車 15 10 66.7
家電製品 4 3 75.0
石油・ガス 8 6 75.0
そ　の　他 33 18 54.5

　その他産業 145 101 69.7
旅館･ホテル 22 17 77.3
運　　　輸 30 20 66.7
外       食 11 8 72.7
サービス 72 49 68.1
農林水産 10 7 70.0

500 345 69.0

　（参考）

回答率

合計（製造+非製造）
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全　産　業 製　造　業 建　設　業 卸　売　業 小　売　業 その他産業

2008年 4～6 月期 ▲ 46 ▲ 45 ▲ 66 ▲ 42 ▲ 63 ▲ 29

7～9 〃 ▲ 51 ▲ 42 ▲ 68 ▲ 56 ▲ 74 ▲ 38

10～12 〃 ▲ 51 ▲ 42 ▲ 66 ▲ 48 ▲ 76 ▲ 39

2009年 1～3 〃 ▲ 53 ▲ 48 ▲ 63 ▲ 38 ▲ 71 ▲ 45

4～6 〃 ▲ 56 ▲ 59 ▲ 65 ▲ 42 ▲ 63 ▲ 48

7～9 〃 ▲ 46 ▲ 45 ▲ 53 ▲ 38 ▲ 42 ▲ 49

10～12 〃 ▲ 43 ▲ 33 ▲ 45 ▲ 56 ▲ 50 ▲ 43

2010年 1～3 〃 ▲ 36 ▲ 29 ▲ 43 ▲ 37 ▲ 35 ▲ 38

4～6 〃 ▲ 40 ▲ 30 ▲ 46 ▲ 48 ▲ 46 ▲ 41

7～9 〃 ▲ 42 ▲ 41 ▲ 59 ▲ 42 ▲ 39 ▲ 41

10～12 〃 ▲ 34 ▲ 23 ▲ 46 ▲ 31 ▲ 50 ▲ 32

2011年 1～3 〃 ▲ 31 ▲ 30 ▲ 33 ▲ 21 ▲ 30 ▲ 37

4～6 〃 ▲ 29 ▲ 22 ▲ 44 ▲ 55 ▲ 25 ▲ 17

7～9 〃 ▲ 30 ▲ 29 ▲ 41 ▲ 31 ▲ 46 ▲ 19

10～12 〃 ▲ 20 ▲ 19 ▲ 36 ▲ 21 ▲ 37 ▲ 3

2012年 1～3 〃 ▲ 19 ▲ 23 ▲ 25 ▲ 14 ▲ 32 ▲ 9

4～6 〃 ▲ 25 ▲ 22 ▲ 45 ▲ 20 ▲ 42 ▲ 13

7～9 〃 ▲ 28 ▲ 32 ▲ 26 ▲ 28 ▲ 31 ▲ 26

10～12 〃 ▲ 23 ▲ 23 ▲ 20 ▲ 13 ▲ 40 ▲ 20

2013年 1～3 〃 ▲ 21 ▲ 34 ▲ 4 ▲ 29 ▲ 21 ▲ 15

4～6 〃 ▲ 16 ▲ 27 ▲ 6 ▲ 17 ▲ 31 ▲ 3

7～9 〃 ▲ 10 ▲ 20 4 ▲ 7 ▲ 15 ▲ 7

10～12 〃 ▲ 4 ▲ 14 21 0 ▲ 9 ▲ 4

2014年 1～3 〃 7 ▲ 4 32 7 10 1

4～6 〃 ▲ 15 ▲ 17 ▲ 14 ▲ 25 ▲ 37 ▲ 1

7～9 〃 ▲ 14 ▲ 20 1 ▲ 17 ▲ 31 ▲ 9

10～12 〃 ▲ 10 ▲ 9 　 11 ▲ 30 ▲ 35 ▲ 2

2015年 1～3 〃 ▲ 13 ▲ 16 　 3 ▲ 24 ▲ 23 ▲ 11

4～6 〃 ▲ 20 ▲ 29 ▲ 17 ▲ 25 ▲ 37 ▲ 7

7～9 〃 ▲ 17 ▲ 25 ▲ 17 ▲ 5 ▲ 24 ▲ 12

10～12 〃 ▲ 10 ▲ 16 2 ▲ 15 ▲ 24 ▲ 1

2016年 1～3 〃 ▲ 7 ▲ 17 　 6 ▲ 24 ▲ 16 　 5

4～6 〃 ▲ 18 ▲ 25 ▲ 4 ▲ 5 ▲ 17 ▲ 28

7～9 〃 ▲ 11 ▲ 19 6 ▲ 9 ▲ 31 ▲ 5

10～12 〃 ▲ 10 ▲ 6 ▲ 4 ▲ 12 ▲ 13 ▲ 11

2017年 1～3 〃 ▲ 10 ▲ 25 15 ▲ 7 ▲ 17 ▲ 5

4～6 〃 ▲ 4 ▲ 16 10 ▲ 5 ▲ 6 1

7～9 〃 ▲ 2 ▲ 7 8 ▲ 16 5 ▲ 1

10～12 〃 1 ▲ 6 6 ▲ 10 12 3

2018年 1～3 〃 ▲ 3 ▲ 8 0 ▲ 2 ▲ 1 ▲ 4

4～6 〃 ▲ 7 ▲ 14 2 ▲ 20 ▲ 9 0

7～9 〃 ▲ 8 ▲ 18 10 ▲ 6 ▲ 9 ▲ 9

10～12 〃 ▲ 13 ▲ 21 5 ▲ 23 ▲ 31 ▲ 2

2019年 1～3 〃 ▲ 16 ▲ 32 0 ▲ 25 ▲ 17 ▲ 7

4～6 〃 ▲ 17 ▲ 29 ▲ 8 ▲ 23 ▲ 21 ▲ 7

7～9 月期見通し ▲ 17 ▲ 23 ▲ 9 ▲ 19 ▲ 12 ▲ 19

(注)Ｄ．Ｉ．＝「良い」－「悪い」

業況Ｄ．Ｉ．の推移
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売上・完工高Ｄ．Ｉ．の推移
全　産　業 製　造　業 建　設　業 卸　売　業 小　売　業 その他産業

2008年 4～6 月期 ▲ 27 ▲ 15 ▲ 49 ▲ 27 ▲ 44 ▲ 22

7～9 〃 ▲ 35 ▲ 23 ▲ 50 ▲ 38 ▲ 50 ▲ 28

10～12 〃 ▲ 36 ▲ 28 ▲ 46 ▲ 29 ▲ 59 ▲ 27

2009年 1～3 〃 ▲ 50 ▲ 44 ▲ 40 ▲ 38 ▲ 74 ▲ 50

4～6 〃 ▲ 55 ▲ 53 ▲ 56 ▲ 52 ▲ 69 ▲ 50

7～9 〃 ▲ 49 ▲ 53 ▲ 36 ▲ 38 ▲ 57 ▲ 50

10～12 〃 ▲ 47 ▲ 39 ▲ 38 ▲ 65 ▲ 49 ▲ 53

2010年 1～3 〃 ▲ 31 ▲ 20 ▲ 37 ▲ 39 ▲ 35 ▲ 36

4～6 〃 ▲ 28 ▲ 23 ▲ 30 ▲ 8 ▲ 36 ▲ 35

7～9 〃 ▲ 30 ▲ 26 ▲ 38 ▲ 19 ▲ 31 ▲ 33

10～12 〃 ▲ 24 ▲ 25 ▲ 41 ▲ 5 ▲ 41 ▲ 14

2011年 1～3 〃 ▲ 26 ▲ 26 ▲ 31 ▲ 23 ▲ 22 ▲ 25

4～6 〃 ▲ 21 ▲ 9 ▲ 31 ▲ 49 ▲ 25 ▲ 15

7～9 〃 ▲ 23 ▲ 27 ▲ 29 ▲ 23 ▲ 46 ▲ 7

10～12 〃 ▲ 10 ▲ 10 ▲ 30 ▲ 10 ▲ 14 3

2012年 1～3 〃 ▲ 8 ▲ 18 ▲ 17 13 ▲ 17 4

4～6 〃 ▲ 16 ▲ 12 ▲ 25 ▲ 3 ▲ 34 ▲ 9

7～9 〃 ▲ 15 ▲ 14 ▲ 26 0 ▲ 15 ▲ 19

10～12 〃 ▲ 14 ▲ 16 ▲ 5 0 ▲ 27 ▲ 16

2013年 1～3 〃 ▲ 16 ▲ 25 6 ▲ 30 ▲ 12 ▲ 14

4～6 〃 ▲ 4 ▲ 12 ▲ 2 0 ▲ 11 3

7～9 〃 2 ▲ 14 23 3 ▲ 7 7

10～12 〃 11 ▲ 6 34 18 16 10

2014年 1～3 〃 23 6 50 22 45 15

4～6 〃 ▲ 5 ▲ 15 　 6 ▲ 12 ▲ 20 　 8

7～9 〃 ▲ 9 ▲ 16 0 ▲ 20 ▲ 13 ▲ 3

10～12 〃 ▲ 12 ▲ 17 ▲ 2 ▲ 34 ▲ 27 　 0

2015年 1～3 〃 ▲ 20 ▲ 31 　 19 ▲ 37 ▲ 31 ▲ 20

4～6 〃 ▲ 24 ▲ 35 ▲ 16 ▲ 34 ▲ 16 ▲ 14

7～9 〃 ▲ 15 ▲ 27 ▲ 25 2 ▲ 10 ▲ 7

10～12 〃 ▲ 8 ▲ 20 ▲ 11 4 ▲ 10 3

2016年 1～3 〃 ▲ 10 ▲ 27 ▲ 5 ▲ 21 ▲ 17 　 5

4～6 〃 ▲ 24 ▲ 25 ▲ 10 ▲ 26 ▲ 33 ▲ 25

7～9 〃 ▲ 12 ▲ 19 5 ▲ 26 ▲ 37 5

10～12 〃 ▲ 7 ▲ 11 ▲ 1 2 ▲ 3 ▲ 10

2017年 1～3 〃 ▲ 2 ▲ 22 20 ▲ 5 9 ▲ 1

4～6 〃 6 ▲ 7 5 0 11 19

7～9 〃 2 ▲ 9 12 ▲ 20 25 6

10～12 〃 4 3 2 ▲ 2 11 4

2018年 1～3 〃 8 0 9 8 24 7

4～6 〃 ▲ 2 ▲ 5 ▲ 11 ▲ 12 11 5

7～9 〃 ▲ 2 ▲ 15 2 11 3 5

10～12 〃 ▲ 8 ▲ 22 ▲ 9 ▲ 8 ▲ 8 8

2019年 1～3 〃 ▲ 16 ▲ 30 ▲ 1 ▲ 28 ▲ 6 ▲ 8

4～6 〃 ▲ 14 ▲ 26 ▲ 14 ▲ 9 ▲ 10 ▲ 5

7～9 月期見通し ▲ 9 ▲ 18 ▲ 11 2 0 ▲ 9

(注)Ｄ．Ｉ．＝「増加」－「減少」
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損益Ｄ．Ｉ．の推移
全　産　業 製　造　業 建　設　業 卸　売　業 小　売　業 その他産業

2008年 4～6 月期 ▲ 33 ▲ 33 ▲ 51 ▲ 12 ▲ 50 ▲ 26

7～9 〃 ▲ 39 ▲ 35 ▲ 55 ▲ 28 ▲ 48 ▲ 35

10～12 〃 ▲ 46 ▲ 37 ▲ 67 ▲ 41 ▲ 53 ▲ 42

2009年 1～3 〃 ▲ 41 ▲ 41 ▲ 51 ▲ 23 ▲ 53 ▲ 31

4～6 〃 ▲ 38 ▲ 42 ▲ 50 ▲ 26 ▲ 33 ▲ 35

7～9 〃 ▲ 26 ▲ 28 ▲ 39 ▲ 23 ▲ 15 ▲ 21

10～12 〃 ▲ 26 ▲ 18 ▲ 30 ▲ 32 ▲ 15 ▲ 35

2010年 1～3 〃 ▲ 20 ▲ 11 ▲ 32 ▲ 20 ▲ 17 ▲ 27

4～6 〃 ▲ 20 ▲ 17 ▲ 20 3 ▲ 25 ▲ 32

7～9 〃 ▲ 22 ▲ 19 ▲ 30 ▲ 17 ▲ 21 ▲ 27

10～12 〃 ▲ 22 ▲ 18 ▲ 46 ▲ 13 ▲ 36 ▲ 10

2011年 1～3 〃 ▲ 24 ▲ 19 ▲ 29 ▲ 26 ▲ 17 ▲ 29

4～6 〃 ▲ 15 ▲ 8 ▲ 31 ▲ 34 ▲ 12 ▲ 10

7～9 〃 ▲ 24 ▲ 24 ▲ 28 ▲ 30 ▲ 40 ▲ 11

10～12 〃 ▲ 10 ▲ 17 ▲ 19 ▲ 8 ▲ 17 6

2012年 1～3 〃 ▲ 14 ▲ 24 ▲ 20 0 ▲ 19 2

4～6 〃 ▲ 16 ▲ 15 ▲ 33 ▲ 7 ▲ 12 ▲ 16

7～9 〃 ▲ 17 ▲ 16 ▲ 21 ▲ 16 ▲ 10 ▲ 21

10～12 〃 ▲ 15 ▲ 20 ▲ 9 ▲ 8 ▲ 19 ▲ 15

2013年 1～3 〃 ▲ 16 ▲ 27 ▲ 4 ▲ 35 ▲ 12 ▲ 7

4～6 〃 ▲ 9 ▲ 18 ▲ 10 ▲ 9 ▲ 14 3

7～9 〃 ▲ 5 ▲ 9 4 5 ▲ 17 ▲ 6

10～12 〃 1 ▲ 6 16 3 0 1

2014年 1～3 〃 12 1 43 19 5 7

4～6 〃 ▲ 5 ▲ 1 　 8 ▲ 15 ▲ 31 　 1

7～9 〃 ▲ 11 ▲ 11 5 ▲ 32 ▲ 17 ▲ 11

10～12 〃 ▲ 11 ▲ 10 ▲ 6 ▲ 28 ▲ 25 　 0

2015年 1～3 〃 ▲ 14 ▲ 27 　 13 ▲ 23 ▲ 16 ▲ 14

4～6 〃 ▲ 19 ▲ 34 ▲ 15 ▲ 13 ▲ 18 ▲ 7

7～9 〃 ▲ 13 ▲ 25 ▲ 24 3 ▲ 6 ▲ 3

10～12 〃 ▲ 4 ▲ 11 ▲ 2 ▲ 11 ▲ 5 5

2016年 1～3 〃 ▲ 4 ▲ 19 　 10 ▲ 19 ▲ 5 　 5

4～6 〃 ▲ 14 ▲ 21 7 ▲ 13 ▲ 19 ▲ 19

7～9 〃 ▲ 8 ▲ 16 2 ▲ 7 ▲ 16 ▲ 3

10～12 〃 ▲ 8 ▲ 7 ▲ 7 ▲ 4 1 ▲ 18

2017年 1～3 〃 ▲ 4 ▲ 9 17 ▲ 4 ▲ 15 ▲ 8

4～6 〃 2 ▲ 5 12 ▲ 3 ▲ 11 12

7～9 〃 ▲ 1 ▲ 4 7 ▲ 9 5 ▲ 2

10～12 〃 ▲ 5 ▲ 15 ▲ 6 ▲ 4 9 1

2018年 1～3 〃 ▲ 3 ▲ 1 0 ▲ 3 10 ▲ 12

4～6 〃 ▲ 10 ▲ 22 2 ▲ 15 1 ▲ 10

7～9 〃 ▲ 12 ▲ 20 ▲ 12 0 ▲ 1 ▲ 15

10～12 〃 ▲ 16 ▲ 17 ▲ 8 ▲ 29 ▲ 25 ▲ 8

2019年 1～3 〃 ▲ 19 ▲ 35 ▲ 7 ▲ 28 ▲ 4 ▲ 13

4～6 〃 ▲ 15 ▲ 28 ▲ 10 ▲ 11 ▲ 6 ▲ 7

7～9 月期見通し ▲ 16 ▲ 21 ▲ 13 ▲ 17 0 ▲ 19

(注)Ｄ．Ｉ．＝「好転」－「悪化」
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資金繰りＤ．Ｉ．の推移
全　産　業 製　造　業 建　設　業 卸　売　業 小　売　業 その他産業

2008年 4～6 月期 ▲ 20 ▲ 16 ▲ 25 ▲ 22 ▲ 34 ▲ 14

7～9 〃 ▲ 26 ▲ 20 ▲ 27 ▲ 23 ▲ 46 ▲ 18

10～12 〃 ▲ 24 ▲ 22 ▲ 31 ▲ 20 ▲ 33 ▲ 18

2009年 1～3 〃 ▲ 21 ▲ 24 ▲ 8 ▲ 14 ▲ 39 ▲ 17

4～6 〃 ▲ 23 ▲ 22 ▲ 22 ▲ 19 ▲ 36 ▲ 15

7～9 〃 ▲ 17 ▲ 14 ▲ 15 ▲ 9 ▲ 28 ▲ 17

10～12 〃 ▲ 17 ▲ 12 ▲ 12 ▲ 15 ▲ 29 ▲ 20

2010年 1～3 〃 ▲ 16 ▲ 7 ▲ 19 ▲ 10 ▲ 34 ▲ 15

4～6 〃 ▲ 11 ▲ 2 ▲ 10 ▲ 2 ▲ 38 ▲ 11

7～9 〃 ▲ 12 ▲ 6 ▲ 12 ▲ 5 ▲ 27 ▲ 14

10～12 〃 ▲ 9 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 10 ▲ 25 ▲ 7

2011年 1～3 〃 ▲ 13 ▲ 2 ▲ 23 ▲ 5 ▲ 20 ▲ 19

4～6 〃 ▲ 7 2 ▲ 9 ▲ 6 ▲ 20 ▲ 9

7～9 〃 ▲ 9 ▲ 4 ▲ 8 ▲ 10 ▲ 23 ▲ 6

10～12 〃 ▲ 10 ▲ 10 ▲ 16 ▲ 7 ▲ 20 ▲ 2

2012年 1～3 〃 ▲ 10 ▲ 8 ▲ 9 ▲ 3 ▲ 22 ▲ 7

4～6 〃 ▲ 12 ▲ 8 ▲ 14 ▲ 8 ▲ 25 ▲ 7

7～9 〃 ▲ 9 ▲ 10 ▲ 6 0 ▲ 18 ▲ 7

10～12 〃 ▲ 10 ▲ 9 ▲ 13 2 ▲ 24 ▲ 8

2013年 1～3 〃 ▲ 13 ▲ 12 ▲ 15 ▲ 15 ▲ 16 ▲ 10

4～6 〃 ▲ 6 ▲ 7 3 5 ▲ 20 ▲ 6

7～9 〃 ▲ 8 ▲ 4 ▲ 7 ▲ 2 ▲ 13 ▲ 11

10～12 〃 ▲ 6 ▲ 8 ▲ 3 ▲ 2 ▲ 13 1

2014年 1～3 〃 1 3 5 0 ▲ 5 ▲ 2

4～6 〃 ▲ 2 ▲ 2 ▲ 1 ▲ 4 ▲ 9 　 2

7～9 〃 ▲ 5 ▲ 6 7 ▲ 4 ▲ 18 ▲ 4

10～12 〃 ▲ 7 ▲ 10 ▲ 2 ▲ 5 ▲ 13 ▲ 3

2015年 1～3 〃 ▲ 5 ▲ 6 　 2 ▲ 2 ▲ 9 ▲ 7

4～6 〃 ▲ 5 ▲ 10 0 ▲ 3 ▲ 11 ▲ 2

7～9 〃 ▲ 5 ▲ 13 3 2 ▲ 11 0

10～12 〃 ▲ 7 ▲ 15 ▲ 4 3 ▲ 10 ▲ 7

2016年 1～3 〃 ▲ 3 ▲ 7 ▲ 4 ▲ 2 ▲ 11 　 1

4～6 〃 ▲ 5 ▲ 7 8 5 ▲ 12 ▲ 12

7～9 〃 0 0 7 3 ▲ 4 ▲ 2

10～12 〃 ▲ 2 ▲ 5 4 2 ▲ 8 ▲ 1

2017年 1～3 〃 ▲ 1 2 4 0 ▲ 3 ▲ 3

4～6 〃 1 ▲ 1 20 5 ▲ 6 ▲ 3

7～9 〃 0 ▲ 2 10 ▲ 4 ▲ 2 ▲ 1

10～12 〃 1 3 0 ▲ 7 ▲ 4 4

2018年 1～3 〃 2 1 7 0 0 0

4～6 〃 0 3 11 ▲ 7 ▲ 1 ▲ 6

7～9 〃 ▲ 2 ▲ 5 5 3 ▲ 2 ▲ 3

10～12 〃 ▲ 3 ▲ 9 11 0 ▲ 2 ▲ 6

2019年 1～3 〃 ▲ 4 ▲ 6 2 ▲ 2 1 ▲ 8

4～6 〃 ▲ 4 ▲ 4 ▲ 2 ▲ 2 ▲ 12 ▲ 1

7～9 月期見通し ▲ 12 ▲ 15 ▲ 11 ▲ 11 ▲ 10 ▲ 10

(注)Ｄ．Ｉ．＝「楽」－「窮屈」
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単位：％

全　産　業 製　造　業 建　設　業 卸　売　業 小　売　業 その他産業

2008年 4～6 月期 38 45 11 27 42 45

7～9 〃 43 52 22 33 40 47

10～12 〃 39 49 17 26 29 48

2009年 1～3 〃 39 55 21 29 32 37

4～6 〃 32 38 14 26 29 37

7～9 〃 34 42 13 25 28 41

10～12 〃 31 40 13 21 27 34

2010年 1～3 〃 32 43 14 18 27 34

4～6 〃 29 46 16 18 15 28

7～9 〃 32 48 26 23 17 29

10～12 〃 33 35 27 28 19 43

2011年 1～3 〃 32 45 12 23 27 35

4～6 〃 29 35 13 18 21 38

7～9 〃 33 30 22 43 27 41

10～12 〃 32 35 23 18 23 42

2012年 1～3 〃 27 30 10 32 27 29

4～6 〃 31 41 18 18 24 36

7～9 〃 37 45 23 26 30 45

10～12 〃 36 42 24 24 34 43

2013年 1～3 〃 35 44 24 26 37 35

4～6 〃 31 40 24 22 23 34

7～9 〃 36 44 28 29 32 38

10～12 〃 34 39 16 28 36 40

2014年 1～3 〃 36 43 34 25 44 32

4～6 〃 32 35 27 20 31 36

7～9 〃 34 39 21 17 34 41

10～12 〃 35 44 17 20 36 41

2015年 1～3 〃 33 40 28 21 26 39

4～6 〃 34 38 25 26 29 41

7～9 〃 34 37 18 15 39 44

10～12 〃 36 39 28 26 38 42

2016年 1～3 〃 37 42 23 32 43 40

4～6 〃 35 41 28 23 28 41

7～9 〃 40 42 31 30 48 44

10～12 〃 38 45 23 27 35 45

2017年 1～3 〃 39 46 31 20 44 42

4～6 〃 40 42 26 38 34 48

7～9 〃 38 42 30 32 33 43

10～12 〃 38 44 29 28 40 39

2018年 1～3 〃 39 51 25 24 40 39

4～6 〃 37 40 35 32 38 37

7～9 〃 36 39 30 24 41 39

10～12 〃 39 49 35 21 37 40

2019年 1～3 〃 38 46 29 20 35 44

4～6 〃 36 36 29 28 35 42

7～9 月期見通し 39 48 19 28 36 44

設備投資実施割合の推移
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単位：％

全　産　業 製　造　業 建　設　業 卸　売　業 小　売　業 その他産業

2008年 4～6 月期

7～9 〃

10～12 〃

2009年 1～3 〃

4～6 〃 12 18 18 18 2 4

7～9 〃 8 10 21 18 1 ▲ 2

10～12 〃 6 5 5 15 3 5

2010年 1～3 〃 3 7 0 8 ▲ 2 0

4～6 〃 8 14 20 8 9 ▲ 3

7～9 〃 7 13 4 17 ▲ 2 ▲ 3

10～12 〃 ▲ 1 7 ▲ 16 20 ▲ 9 ▲ 6

2011年 1～3 〃 ▲ 3 3 ▲ 15 11 ▲ 12 ▲ 4

4～6 〃 3 6 19 8 0 ▲ 9

7～9 〃 ▲ 2 9 8 5 ▲ 19 ▲ 14

10～12 〃 ▲ 1 9 0 ▲ 3 0 ▲ 16

2012年 1～3 〃 ▲ 6 2 ▲ 9 6 ▲ 18 ▲ 9

4～6 〃 1 6 11 11 ▲ 2 ▲ 12

7～9 〃 ▲ 6 1 ▲ 9 12 ▲ 13 ▲ 13

10～12 〃 ▲ 8 2 ▲ 17 2 ▲ 10 ▲ 18

2013年 1～3 〃 ▲ 9 ▲ 3 ▲ 10 7 ▲ 8 ▲ 20

4～6 〃 ▲ 9 0 ▲ 12 ▲ 4 ▲ 13 ▲ 16

7～9 〃 ▲ 16 ▲ 8 ▲ 33 ▲ 3 ▲ 8 ▲ 21

10～12 〃 ▲ 18 ▲ 5 ▲ 43 ▲ 10 ▲ 3 ▲ 28

2014年 1～3 〃 ▲ 25 ▲ 13 ▲ 36 ▲ 13 ▲ 23 ▲ 36

4～6 〃 ▲ 19 ▲ 10 ▲ 29 0 ▲ 29 ▲ 25

7～9 〃 ▲ 20 ▲ 6 ▲ 41 ▲ 5 ▲ 28 ▲ 28

10～12 〃 ▲ 27 ▲ 13 ▲ 46 ▲ 5 ▲ 22 ▲ 39

2015年 1～3 〃 ▲ 26 ▲ 17 ▲ 37 ▲ 12 ▲ 26 ▲ 37

4～6 〃 ▲ 22 ▲ 16 ▲ 30 ▲ 10 ▲ 31 ▲ 23

7～9 〃 ▲ 23 ▲ 14 ▲ 35 ▲ 3 ▲ 25 ▲ 30

10～12 〃 ▲ 27 ▲ 15 ▲ 43 ▲ 12 ▲ 28 ▲ 38

2016年 1～3 〃 ▲ 25 ▲ 10 ▲ 44 ▲ 10 ▲ 23 ▲ 37

4～6 〃 ▲ 18 ▲ 1 ▲ 23 ▲ 7 ▲ 34 ▲ 27

7～9 〃 ▲ 29 ▲ 24 ▲ 42 ▲ 9 ▲ 30 ▲ 36

10～12 〃 ▲ 36 ▲ 33 ▲ 47 ▲ 10 ▲ 32 ▲ 41

2017年 1～3 〃 ▲ 39 ▲ 28 ▲ 53 ▲ 22 ▲ 35 ▲ 49

4～6 〃 ▲ 36 ▲ 31 ▲ 47 ▲ 8 ▲ 36 ▲ 46

7～9 〃 ▲ 39 ▲ 34 ▲ 56 ▲ 14 ▲ 41 ▲ 45

10～12 〃 ▲ 44 ▲ 42 ▲ 64 ▲ 15 ▲ 48 ▲ 46

2018年 1～3 〃 ▲ 45 ▲ 42 ▲ 51 ▲ 23 ▲ 59 ▲ 49

4～6 〃 ▲ 42 ▲ 40 ▲ 49 ▲ 35 ▲ 47 ▲ 39

7～9 〃 ▲ 42 ▲ 38 ▲ 56 ▲ 34 ▲ 51 ▲ 37

10～12 〃 ▲ 45 ▲ 34 ▲ 60 ▲ 37 ▲ 53 ▲ 48

2019年 1～3 〃 ▲ 42 ▲ 26 ▲ 53 ▲ 38 ▲ 56 ▲ 48

4～6 〃 ▲ 37 ▲ 23 ▲ 42 ▲ 33 ▲ 51 ▲ 42

7～9 月期見通し ▲ 37 ▲ 24 ▲ 44 ▲ 33 ▲ 59 ▲ 39

(注)Ｄ．Ｉ．＝「過剰」－「不足」

雇用人員Ｄ．Ｉ．の推移
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意　見

大手企業による一括採用のため、人員確保が一層難しくなっている。外国人については優秀な方の希望は増え
ているが、迎え入れるための教育体制が間に合わない。

外国人労働者の生活支援が企業の大きな負担となっていると思う。

求人しても応募がない状況は続いている。外国人労働者を受け入れた同業者にも相談したが、賛否両論ある。
まだ受け入れ態勢が整っていない状態。

新卒採用者の定着率が3年前後と短くなってきている。スキルを上げる間もなく退職されると企業としてはデメリッ
トである。

サービス業等で外国人の雇用が一般的となっている。業務をしっかりと行うのであれば採用して良いのではと思
う。

ニーズにあった雇用がなかなか難しい。特に社員以外のとき。

木材 対象業種でないので、外国人が雇えない。

窯業・土石
資格が必要な業種が多いため、これまで中途採用でつないできたが、昨今の人手不足に対応しきれなくなってき
ている。新卒を積極的に採用し、（技術を）継承していきたい。

米中貿易戦争・ファーウェイ問題で売上が停滞している。

米中貿易摩擦や、ブレグジットの実行による景気の振れの予測がつきにくく、対応に苦慮している。その中で、積
極的に打って出てるのかどうか、相当慎重にかつ迅速に検討しなければと考えている。

新卒の県内の就職率が低い。行政（県庁、市）も動いてもらっている。

米中貿易摩擦等の影響を受け、引き続き海外受注が低調。

貿易摩擦問題が長引くことが懸念材料。

土木
団塊世代が定年退職を迎え、労働力不足を改善するため新卒採用を継続的に採用したい。ただ現状は苦戦を
強いられている。打開策として外国人技能実習生を採用する方針だが、抜本的な問題は解消されない。

年明けに外国人を雇用する予定。採用計画は再度見直し・充実を図る

建設業は人員の確保ができない。小さい会社ほど難しい。

弊社業態では外国人を採用するのは難しい。継続雇用ができれば採用も考えられる。

親会社の人手不足対策が不十分。外国人労働者に関して行政のサポートが不足している。

自動車 自動車整備職を目指す人材が減少の一途にある。

外国人留学生向け説明会開催なども検討中。

行政からの外国人労働者紹介の機会を望む。

中途採用の求人を出しても、なかなか応募がない。

旅館・ホテル
外国人材は、（日本人と同等の）適正な対価を払う限り、この国に働きに来てくれると思う。労働者がどこの出身
の外国人であろうと、正当に働いている以上は、正当な対価を与えるべきだと考える。

運輸・通信
中東イラン情勢による原油高騰や米中経済戦争及び香港政府「逃亡犯条例」改正などの混乱注視。経済的影響
の懸念や国内旅行市場衰退が課題である。

外食 外国人雇用について積極的に対応する予定。

大手企業や県外の企業との採用条件で勝負するのが難しい。独自の特性を出したい。

採用は早期化しており、良い人材、欲しい人材を効率的に確保する策を考える必要がある。

指導員資格が必要であり技能面で難しい。また、生徒がほぼ日本人であり、指導面で日本語が十分に話せる能
力が必要である。

ベトナムからの技能実習生を受け入れているが、互いの言葉がわからず、うまく伝わらないことがあるので、身近
に相談窓口や通訳などがあるとありがたい。

大手志向が強い傾向が続いているので、中小零細は厳しい。官公庁が中途採用するのは正直、迷惑。転職者が
後を絶たない。公務員と同等の労働条件は不可能。

そ
の
他
産
業

サービス

最近の業況、外国人雇用、新卒採用等に関する主な意見

　

その他建築

食料品

機械・金属

電機・電子

製
造
業

建
設
業

その他卸売
卸
売
業

小
売
業 その他小売
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